
コミュニケーション支援事業の実施状況【都道府県別】  

○ 各都道府県内の全市町村に対する事業を実施している市町村の割合である。  
○ 全体では1，414市町村／1，818市町村（H20．1．15現在）で実施割合は77．78％である。  

100．0％   100．0％  100．0％  



日常生活用具給付等事業の実施状況【都道府県別】  
○ 各都道府県内の全市町村に対する事業を実施している市町村の割合である。  
○ 全体では1，797市町村／1．818市町村（H20．1．15現在）で実施割合は98．84％である。  

100．0％  
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※厚生労働省障害保健福祉部企画課地域生活支援室調べ   



地域生ラ舌支援事業実施要綱 新l日対照表 （案）  
（下線部が改正部分）  

現  行  改  正  案  

別 紙 1  

地域生活支援事業実施要綱   

1 目的～6 留意事項 （略）  

別 紙 1  

地域生活支援事業実施要綱   

1 日的～6 留意事項 （略）  

（別記1）～（別記7） （略）   

（別記8）  

広域的な支援事業  
1 目的 （略）   

2 実施事業   

⊥⊥」 都道府県相談支援体制整備事業  
ア～エ （略）  

（2） 精神障害者退院促進支援事業  
ア～エ （略）   

（別記9）  

サービス・相談支援者、指導者育成事業   

1 目的 （略）   

2 事業内容   

（1）～（8） （略）   

（別記1）～（別記7） （略）   

（別記8）  

広域的な支援事業  

1 目的 （略）   

2 実施事業  
都道府県相談支援体制整備事業   

ア～エ （略）  

（2） （削除）  

（別記9）  

サービス・相談支援者、指導者育成事業   

1 目的 （略）  

2 事業内容  
（1）～（8）（略）   

皿 
う、サービスを提供する壱。  

華琴向上を図る事業  

3 留意事項 （略）   

（別記10） （略）   

別 紙 2  （略）  

（
楯
萱
N
－
の
）
 
 
 

3 留意事項 （略）   

（別記10） （略）   

別 紙 2  （略）  



（資料2－7）  

視覚障害者移動支援事業従業者資質向上研修開催要項（案）  

（趣 旨）  

第1条 視覚障害者移動支援事業従事者の資質向上を図ることを   
目的■とした指導者を養成し、移動支援事業に従事する者の技術向   

上を図ることをその趣旨とする。  

（名 称）  

第2条 本事業の名称を、視覚障害者移動支援事業従業者資質向上   
研修事業（以下、「研修事業」という。）と称する。  

（目 的）  

第3条 視覚障害者の移動に際し、安全かつ快適にガイドヘルプす   

る為の知識及び技術を習得させるための指導者の養成を行なう   

ことを目的とする。  

（主 催）  

第4条 研修事業の主催は、社会福祉法人日本盲人会連合（以下、  

「主催者」という。）とする。  

（期 間）  

第5条 研修事業は、次の4回の研修会に分けて実施する。  

（1）第1期  
（2）第2期  
（3）第3期  
（4）第4期  

平成20年6月24日（火）～6月  
平成20年7月 1日（火）～7月  
平成20年7月15日（火）～7月  
平成20年8月 5日（火）～8月  

）
 
）
 
）
 
）
 
金
金
金
金
 
 

（
 
（
 
（
 
（
 
 

日
 
日
 
日
 
日
 
 

7
 
4
 
8
 
8
 
 

1
 
 

2
 
 

（会 場）  

第6条 各研修会は、日本盲人福祉センター及び関係施設にて実施   

する。  

ー45曲   



（定 員）  

第7条 各研修会の定員は、原則として、各回60名とする。  
2 応募者多数の場合は抽選とする。  

（対象者）  

第8条 各研修会の対象者は、都道府県及び市町村の協力の下、以   
下の条件を満たす都道府県視覚障害者団体より推薦された者と   

する。   

（1）全日程を受講できる者   

（2）移動支援に関して経験年数の豊富な者   
（3）研修会の終了後、地域において講師として活動できる者   
（4）その他特に主催者が認めた者  

（研修方法）  

第9条 各研修会は、講義を中心とし、必要に応じて実習を行なう   

ものとする。  

（修了認定）  

第10条 各研修会の全日程を修了した者には「修了証」を発行す   
る。  

2 全日程を受講できない場合は、修了証の発行は行なわない。た   
だし、主催者が指定する補講を受けた場合はこの限りではない。  

（傷害保険）  

第11条 主催者は、受講者の安全を考慮し、傷害保険に加入する。  

（その他）  

第12条 その他応募方法、受講料、申込先、納金方法、受付期間   

等各研修会の実施にあたり必要な事項は、別途定める。  

－46－   



地域活動支援センター害に係る交付税措置（基準財政需要額）について   
平成17年度に小規模作業所分として計上されていた基準財政需要樋については、平成18年4月から市町村分の地域活動支援センター及び  

小規模作業所分として集約するとともに、平成19年年度から地域活動支援センター等運営費補助として1本化して計上している。   
平成18年度及び平成19年度の交付税措置については、総額として、平成17年度と同水準が措置されており、市町村の標準団体  

（行政規模：人口100．000人）では、約2．000万円となっている。  

【平成18年4月～】  【平成19年4月－】  【平成1丁年】  

●閲 

※ 都道府県分は市町村分の補助うら分として措置  

社会福祉共通費  

社会福祉単独事業費   

うち身体障害者の小規模作業所分 52，152千円   

うち知的障害者の小規模作業所分 52－152千円  

精神保健費   

精神障害者小規模作業所運営費補助 52，152干円  

（市町村分に移管）   （同左）  

障害者福祉費  

障害者自立支援費  

地域活動支援センター等運営費補助  

19．5引手円  （
塘
茸
N
－
0
0
）
 
 
 

※ 地域活動支援センター及び  

小規模作業所分として計上  



地域活動支援センターに係る従たる事業所の設置について（薫）  

＜主たる事業所と一体的に管理運営を行う従たる事業所を設置する場合の取扱＞  
・地域活動支援センターは、事業を行う事業所ごとに運営することを原則とするが、主たる事業所とは   
別の場所でサービス提供を行い、一体的な管理運営を行う事業所（従たる事業所）を設置する場合の取   
扱を以下のとおり定める。  

1．基本的考え方   
従たる事業所を設置する場合に、事業の管理運営やサービス提供に関する指導・監督などが主たる事   

業所と一体的に運営されているかの判断は、次の基準による。   

2．判断基準  

（1）事業所の管理運営に関して、以下の要件を満たすものとする。  
① 同一の施設長が事業所の管理を行うこと  
② 指導員をそれぞれの事業所に最低1名配置すること  

③ 利用申込者に係る調整が一体的であること。  
④ 事業の目的や運営方針、営業日・営業時間等を定める運営規定が一本化されていること  
⑤ 主たる事業所と従たる事業所の間で相互支援の行える体制が確保されていること  
⑥ 職員の勤務体制、勤務内容等の管理方法が一元的であること  
⑦ 人事、給与、福利厚生、勤務条件等に関する職員の管理方法が一元的であること  
⑧ 主たる事業所と従たる事業所の会計管理が一本化されていること   

（2）主たる事業所と従たる事業所の距離  

主たる事業所と従たる事業所の間の距離は、概ね30分以内で移動可能な距離であって、施設長の  
業務の遂行上支障がないこと   

3．設置根拠   

障害者自立支援法に基づく地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準（厚生労働省令）  

（
碑
聾
N
－
竺
 
 
 



地域活動支援センターの運営を複数の場所において  
一体的に行う場合の取扱について（薫）  

イメージ  

● ■－ ■ － ■－ ■－ ■■－ － － －■■‥－ － － － － ■ －1■ tlll■■  
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＊＊＊ 判断基準 ＊＊＊  

① 施設長が同一  

② 指導員をそれぞれの事業所に配置  

③ 事業運営が一体的に行われる  

④ 従たる事業所が主たる事業所と同   
一の日常生活圏域  

⑤ 会計管理を一体的に実施  

■ 従たる事業所は、複数箇所の設置も  
可能  

一 従たる事業所の最低利用人員は6名  

・主たる事業所の利用人員は従たる事  
業所の利用人員より多いことが必要  

（左の場合、利用者数は最低12■人）   



（資料2．－10）  
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（資料2－11）  

（案）  

障発第   ロ 7デ  

平成 2 0 年 3 月   日  

各 都道府県知事 殿  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長  

障害者自立支援法に基づく地域活動支援センターの設備及び運営  

に関する基準について   

障害者自立支援法（平成17年法律第123号。以下「法」という。）第80条第1項  

の規定に基づく「障害者自立支援法に基づく地域活動支援センターの設備及び運営  

に関する基準＿j（平成18年厚生労働省令第175号。以下「基準」という。）について  

は、平成20年：三月 日厚生労働省令第 号をもってその一部が改正されたところで  

あるが、基準の改正の趣旨及び内容はを下記のとおりであるので、御了知の上、貴  

管内市町村、関係機関等に周知徹底を図るとともに、その運用に遺憾のないように  

されたい。  

記  

1 従たる事業所の取扱いについて   

地域活動支援センターの運営は、原則として地域活動支援センターのサービス   

の］是供を行う事業所ごとに行うものとするが、次の要件を満たす場合については、   

「主たる事業所」のほか、一体的かつ独立したサービス提供の場として、一又は   

複数の「従たる事業所」を設置することが可能であり、これらを一の事業所とし  

－51一   



て運営することができる取扱いとする。  

（1）人員及び設備に関する要件   

① 「主たる事業所」及び「従たる事業所」にはそれぞれ1人以上の専従の職  

員が確保されていること。   

② 「従たる事業所」の利用定員は6人以上であること。また、「主たる事業  

所」の利用定員は「従たる事業所」と同数若しくは同数以上であること。   

③ 「主たる事業所」と「従たる事業所」との間の距離が概ね30分以内で移動  

可能な距離であって、施設長の業務の遂行上支障がないこと。  

（2）運営に関する要件   

① 利用申込みに係る調整、職員に対する技術指導等が一体的に行われること。   

② 職員の勤務体制、勤務内容等が一元的に管理されていること。必要な場合  

には随時、主たる事業所と従たる事業所との間で相互支援が行える体制（例  

えば、当該従たる事業所の従業者が急病の場合等に、主たる事業所から急遽  

代替要員を派遣できるような体制）にあること。   

③ 苦情処理や損害賠償等に際して、一体的な対応ができる体制にあること。   

④ 事業の目的や運営方針、営業日や営業時間、利用料等を定める同一の運営  

規程が定められていること。   

⑤ 人事・給与・福利厚生等の勤務条件等による職員管理が一元的に行われる  

とともに、主たる事業所と当該従たる事業所間の会計が一元的に管理されて  

いること。  

2 出張所等の取扱いについて   

地域活動支援センターの経営運営は、原則として地域活動支援センターのサー   

ビスの提供を行う事業所ごとに行うものとするが、例外的に、生産活動等による   

製品の販売、待機や道具の保管、着替え等を行う出張所等であって、1の（2）   

の要件を満たすものについては、「事業所」に含めて運営することができる取扱   

いとする。  

ー52－   



（資料2－12）  

コミュニケ、－ション支援事業等の実施事例  

○滋賀県東近江市「東近江市地域生活支援事業実施要綱」  

設置された手話通訳者が派遣事業等に積極的に活用されている例  

・滋賀県東近江市（人口約12万人）においては、3名の手話通訳者を   
設置し、窓口における通訳業務をはじめ、派遣事業のコーディネイトや   

手話通訳者の養成研修会の実施、聴覚障害者の生活相談、他部門との   

調整など、聴覚障害者や手話通訳に関連する業務を網羅的に行っている。  

○静岡県「静岡県手話通訳者派遣事業実施要綱等」  

コミュニケーション支援事業の一部を都道府県が代行実施する例  

・静岡県においては、聴覚障害者が県内全域から参加する行事や、県外の   

聴覚障害者が静岡県で実施される行事等に参加する場合には、市町村に   

代わり、手話通訳者等の派遣事業を実施している。  

○群馬県「群馬県コミュニケーション支援事業運営連絡会設置要綱」  

事業の適切な実施を目的とする運営連絡会を設置する例  

・群馬県が中JL、となり、関係機関や各保健福祉圏域毎の代表市町村、当事   

者団体が、コミュニケーション支援事業に関係する諸問題の解決を図る   

ための連絡会を設置している。  

○千葉県我孫子市「視覚障害者代筆・代読ヘルパー事業要領（案）等」  

代筆、代読による支援を実施する例  

・平成20年度から、視覚障害者の対応経験があるガイドヘルパーを   

活用して、手話通訳や要約筆記の他にも、きめ細やかな対応を図る   

ため、代筆・代読を行うヘルパー を派遣する事業を試行的に実施予定。  
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滋賀県東近江市  

東近江市地域生活支援事業実施要綱  

第1章 総則   

（事業内容）  

第3条 市長は、法及び地域生活支援事業実施要綱（平成18年8月1日障発第0801   

002号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知。以下「制度要綱」という。）に   

基づき、障害者等が自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な次に掲げる事業   

を行うものとする。  

（1）相談支援事業  

（2）コミ皐ニケーション支援事業  

（3）日常生活用具給付事業  

（4）点字図書給付事業  

（5）住宅改修費給付事業  

（6）地域活動支援センターI型事業  

（7）地域活動支援センターⅡ型事業  

（8）外出支援事業・視覚障害ガイドヘルプ事業  

（9） 日中一時支援事業  

（10）経過的デイサービス事業  

（11）社会参加促進事業  

2 市長は、前項に掲げる事業の全部若しくは一部を法人格を有する団体等に委託し、又   

は補助をして行わせることができるものとする。  

第3章 コミュニケーション支援事業   

（目的）  

第7条 コミュニ ケーション支援事業は、聴覚、言語機能、音声機能等の障害で意思疎通   

を図ることに支障がある障害者（以下この章において「聴覚障害者等」という。）の自立   

及び社会参加を促進することを目的とする。   

（事業内容）  

第8条 コミュニケーション支援事業の内容は、次に掲げるとおりとする。   

（1）専任手話通訳者の設置に関すること。  

（2）手話通訳者及び要約輩記者派遣事業（以下この章において「派遣事業」という。）  

に関すること。   

（定義）  

第9条 専任手話通訳者は、手話通訳の知識及び技術を有する者で、市長が雇用したもの   

をいう。  

2 手話通訳者は、次の各号のいずれかに該当する者で県又は市の登録を受けたものをい  

う。  

（1）滋賀県聴覚障害者福祉協会が実施する手話通訳者登録試験に合格した者  
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（2）手話通訳士の資格を有する者  

（3）他の都道府県又は政令市で実施された手話通訳者登録試験に合格した者  

3 要約筆記者は、次の各号のいずれかに該当する者で県又は市の登録を受けたものをい   

う。  

（1）滋賀県が主催する要約筆記養成講座基礎・応用課程を修了した者  

（2）前号と同等の能力を有すると認められる者   

（対象者）  

第10条 コミュニケーション支援事業の対象者は、市内に居住する聴覚障害者等及び聴   

覚障害者等とコミュニケーションを図る必要がある音叉は団体のうち福祉事務所長が必   

要と認めるものとする。   

（専任手話通訳者の業務）  

第11条 専任手話通訳者は、次に掲げる業務を行う。  

（1）コミュニケーション支援及び情報提供に関すること。  

（2）相談及び生活援助に関すること。  

（3）手話通訳者及び要約筆記者（以下この章において「手話通訳者等」という。）の育  

成及び研修に関すること。  

（4）手話通訳者等の派遣に関すること。  

（5）聴覚障害者問題の啓発に関すること。  

（6）社会資漁の開発・整備等に関すること。  

（7）その他コミュニケーション支援の目的を達成するために必要な事業に関すること。   

（派遣事業）  

第12条 派遣事業は、聴覚障害者等の意思疎通を円滑に行うために、聴覚障害者等及び   

聴覚障害者等とコミュニケーションを図る必要のある者の申し出により、専任手話通訳   

者又は手話通訳者等を派遣する事業とする。  

2 派遣事業を利用することができる場合は、次に掲げる事項について手話通訳者等を必   

要とする場合とする。ただし、政治活動、宗教活動又は営利を目的とするものについて   

は、派遣事業の対象としない。  

（1）生命及び健康の維持増進に関すること。  

（2）財産、労働等権利義務に関すること。  

（3）官公庁、裁判所、警察、公共職業安定所、学校等公的機関との連絡調整に関するこ  

と。  

（4）社会参加を促進する学習活動に関すること。  

（5）冠婚葬祭等地域生活及び家庭生活に関すること。  

（6）前各号に定めるもののほか福祉事務所長が特に必要があると認める事項に関する  

こと。  

3 派遣することができる区域は、原則として滋賀県内とする。  
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4 手話通訳者等の派遣を受けようとする聴覚障害者等は、個人の場合は原則として1週   

間前までにコミュニケーション支援（手話通訳・要約筆記）派遣中請書（様式第1号）   

を、団体の場合は1月前までにコミュニケーション支援（手話通訳・要約筆記）派遣中   

請書（様式第2号）を福祉事務所長に提出しなければならない。ただし、緊急の場合は、   

この限りでない。  

5 福祉事務所長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、派遣の   

可否を決定し、コミュニケーション支援（手話通訳・要約筆記）派遣決定通知書（様式   

第3号）により、申請者に通知するものとする。  

6 福祉事務所長は、手話通訳者等を派遣するときは、1人の手話通訳者等が連続して手   

話通訳又は要約筆記（以下この章において「通訳活動」という。）を行う時間を原則とし   

て30分以内とするものとする。  

7 手話通訳者等は、通訳活動を終了したときは、コミュニケーション支援（手話通訳・   

要約筆記）派遣活動報告書（様式第4号）を福祉事務所長に提出するものとする。   

（費用の負担）  

第13条 手話通訳者等の派遣に要する費用の負担は、無料とする。   

（登録等）  

第14条 本市の手話通訳者に登録しようとする者は、手話通訳者登録申請書（様式第5   

号）を福祉事務所長に提出しなければならない。  

2 福祉事務所長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、手話通   

訳者として登録することが適当と認めたときは、手話通訳者登録台帳（様式第6号）に   

登録し、手話通訳者登録証（様式第7号）を交付するものとする。  

3 前項の規定により登録された者は、登録の取消しを希望するときほ、その旨を福祉事   

務所長に届け出るとともに、手話通訳者登録証を返還しなければならない。   

（派遣手当の支給）  

第15条 福祉事務所長は、手話通訳者等に対し、派遣実績に応じて派遣手当等を支給す   

る。   

（遵守事項）  

第16条 手話通訳者等は、常に聴覚障害者等の人権を尊重し、誠意をもって通訳活動を   

行うとともに、通訳活動に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又   

は不当な目的に利用してはならない。   

（その他）  

第17条 福祉事務所長は、手話通訳者等の健康管理に努めるものとする。  

2 福祉事務所長は、手話通訳者等の資質の向上のため、研修会等の参加について配慮す   

るものとすること。  

3 手話通訳者等は、積極的に研修会等に参加し、自己研鎮に努めるものとする。  
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